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il SPD・政府の考え
1919年SPD党大会は6月10~15日ワイマールで開催された。「レーテ制度
とラィヒ憲法」という議題のもとにレーテ問題がとりあげられたのは，大会
第5日の 6月14日で，基調報告は労働法学者ジンツハイマー (Sinzheimer,H.) 
と， コーヘンが行った。
ジンツハイマーは，結論を先にしていえば，第2回労兵レーテ大会におけ
る政府案を主張するものであって，同趣旨の決議案を提出したが，その中で
(17) 
コーヘンらの主張する労働議会を根本的に誤ったものと断定的に述べてい
る。これに対してコーヘンは，生産協議会一労働議会を骨子とする，第2回
(17) Protokoll uber die Verhandlungen des Parteitages der Sozialdemokra-
tischen Partei Deutsch/ands Weimar 1919, unveranderter Nachdruck der 
Ausgabe Berlin 1919, Berlin/Bonn-Bad Godesberg 1973, S. 114, 416. 
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労兵レーテ大会で SPD案として提出され採択されたものを，そのまま決議
案として提出した。
(18) 
さてジンツハイマーによると， 11月9日の変革により政治的民主主義が実
現したにもかかわらず，レーテ運動がこれほど一般大衆をとらえ発展してい
るのにはそれだけの理由がある。それは，政治的変革にもかかわらず，社会
生活において実質的変化が生じていないからであり，それは社会生活，とく
に経済生活の中には，政治の力だけでは，すなわち政治的変革だけでは処理
できない領域があるためである。
それ故政治的民主主義は，経済的民主主義のための補完的機関を必要とす
るのであり，政治体制とは相対的に独立の経済休制の構築を必要とする。レ
ーテはそうした経済体制の機関である。すなわちかれはいう。「議会が政治
(19) 
的民主主義の機関であり，……レーテは経済的民主主義の機関である。」
しかもそうしたレーテによる経済体制が必要となったのは，経済がもはや
個人の問題ではなく，従って私的な利潤追求によってきまるものではなく，
社会的必要によって動かされる社会的経済 (sozialeWirtschaft)，すなわち国
民経済的全体に志向した経済に転化しているからである。
こうしてレーテは存在を聡められるのであるが，それはあくまでも経済領
域においてである。その場合ジンツハイマーによれば，経済領域には一方で
は労資の対立があり，それを否定することはできないから，資本の利害に対
する労働者の利害を代表する機関が必要である。 それが労働者レーテ (Ar-
beiterrate：労働者評議会）である。他方では経済領域には，生産に従事するす
べての者にとって共通の生産の利害 (Produktionsinteresse)がある。この生
産の利害は，これまで充分には考慮されてこなかったが，今やこれを推進す
る必要があり，これにあたるために経済レーテ (Wirtschaftsrate:経済協議会）
が設けられる，と。
政府案では， 既述のように各経営ごとの経営レーテは労働者（被用者）の
(18) ebenda, S. 406 f. 
(19) ebenda, S. 408. 
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みから成るものであって， その上に， 同じく労働者（被用者）代表のみから
成る地域労働者評議会，全国労働者評議会ができることになっており，これ
ら地域ないし全国の労働者評議会が，それぞれに対応する企業者組織の代表
とともに，地域ないし全国の経済協議会を形成するから，労働者のみから成
るレーテ組織がとにかく確立されることになる。
要するにジンツハイマーらは，レーテ組織においても労資対立を基本にす
えなくてはならないと主張するのであるが，これに対してコーヘンらは，レ
ーテの本質は何よりもまず労働者を生産の担い手たる点においてとらえると
ころにあると主張し，レーテは労資協議機関たる生産協議会を基本組織とす
べきであるというのである。
当時の経営レーテは， いうまでもなく， 当該経営の労働者（被用者）を代
表するものであったから，政府案はレーテの実態に即したものであった。こ
れに対して，コーヘンらの考えは，レーテをいわば改造することを前提した
ものであった。このことはいろいろな意味をもちうるが，政府が3月5日の
声明に基づき，とにかく硯実のレーテを法的に承認するために必要な規定，
制度化を考えていたのに対して，コーヘンらはそれにとどまらず，レーテの
進むべき遣，さらに前進しうる方途を提示しようとしていたものとみること
ができる。
それはともかく， 政府案＝ジンツハイマー案のように， 労働者（被用者）
だけの組織としてのレーテが政治領域から排除され，しかも労資対立を前提
としつつ経済領域のものとされると， それは労働組合と競合的なものとな
る。レーテと労働組合の関係は，レーテをめぐる問題のうちでも最もホット
なものの一つであったが，この点についてジンツハイマーは次のように述べ
ている。
すなわち，労働者たちのもっている自分たちの利害を代表するものを有し
たいという欲求は，「労働組合だけではみたされることができない。 という
のは，労働組合は組織された労働者のみを代表するものであり，かつ〔経営
休では）すべての系統の労働組合を包括した機関がないからである。労働組
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合に加入しているか否かを問わず，その労働組合がどれであるかを問わず，
経営のすべての労働者を一休として総括するものが，まさに必要とされてい
(20) 
るのだ」。
経営労働者評議会（経営労働者レーテ）はさらに， 経営ごとにすべての労働
者（被用者）を包括した組織として， 加入意志のいかんを問うことなしに被
用者全員を当然に包括する一種の強制的組織として公的，法的に隠知された
もの (offentlich-rechtlicheZwangsorganisation)という性格をもつ。これに対
して労働組合は，加入自由の認められた，その意味では全くの任意団体であ
(21) 
って，公的法的規制の意味も異なったものである。
しかし賃金・労働条件の取り扱いは， 旧来と同様労働組合の権限である
と。その理由としてジンツハイマーは2点をあげている。第1にこれらの事
項は，闘争資金を有した闘争組織によって担当される必要があるが，経営レ
ーテはそうした組織ではないことである。第2のこれよりはるかに重大な根
拠は，賃金・労働条件が経営レーテにより個々の経営の条件に基づき決定さ
れるならば，その経営所属労働者の利己主義的な観点から，たとえば賃金引
き上げのためにその経営の製品価格を引き上げることなどが行われ，労働者
を含めて全体に有害な作用をもたらすおそれがある。 それ故これらの事項
は，個々の経営状態のみならずその部門全体の状況を展望しうる労働組合
が， 社会的必要に応じて交渉にあたるべきものである， ということであっ
た。
では経営レーテは何をなすべきものか。経営レーテは，賃金・労働条件に
関してはそれ故， あくまでも労働組合の締結した労働協約の範囲内におい
て，そのコントロール，補足的措置の策定，被用者の利益擁譲にあたるもの
であり，雇入れ・解雇については参画 (mitwirken)しうるものである，と。
経済的レーテとしての経営レーテの果たすべき役割は，従って何よりもま
ず経営運営への参加にある。この点において，旧来の労働者委員会が一般に
(20) ebenda, S. 411. （・，．）内は大橋で補足したもの。
(21) ebenda, S. 413.従って労働共同体も任意団体的なものである。
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は単なる労働関係， 社会政策的事項についての協議機関であったのに対し
て，大きな前進がある，という。ただしその経営参加は，あくまでも経済全
休の観点から行われるべきものである。なぜならば，経済は今や私的事項で
はなくて， 社会的事項である社会的経済となっているからである。個々の
「経営の経済的形成においても，経営の労働者の利害が決定的なものとなる
のではない。決定的なものは，全体の経済的必要でなくてはならない」。 こ
の意味において経営レーテは，あくまでも「経済体制の機関であって，個々
(22) 
の経営の機関であってはならない」。
従って社会化についても，レーテ論者のいうように経営レーテが社会化の
手段であり機関であるということは否定される。ジンツハイマーによれば，
「レーテは社会化をすることができない。国家だけが社会化をすることがで
(23) 
きる」。 というのは， 社会化は生産手段の私的所有の廃絶であって，国家に
よってのみ可能であるからである。それ故，経営が従業員の所有となり，そ
れがすべての経営で行われたとしても，私的所有が不変である限り，所有者
が変わったのみで，社会化が行われたことにならない。レーテは，私的活動
を社会的観点においてコントロールしたり，社会化された後の運営の準備を
する形で，社会化に寄与するものである，というのである。
かくて，通常の議会を頂点とする政治体制と，レーテおよび労働組合を被
用者組織とする経済体制において， 決定的役割をもつのは政治体制であっ
て，経済体制ではない。それ故コーヘンらのいうように，経済体制を代表す
る労働議会が，通常の議会と並んで同等の権能をもつ第2院として機能する
構想は，原理的に誤っている。というのは，経済的利害のみで判断されては
ならない政治的事項や文化的事項などが多くあるし，経済的事項でも経済を
越えたより大きな観点で扱われるべき問題があるからである，と。 ． 
ジンツハイマーの主張は要するに， 「国家が法律により国家権力を経済体
制に移管し，経済を組織しうるようにすることであり，国家の全権付与した
(22) ebenda, S. 414. 
(23) ebenda, S. 414. 
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(24) 
法律の枠内で，経済体制の諸機関が国家権限をもちうる」ようにすることで
あった。それをかれは，経済休制をば国家休制から分離することと表現して
いるが，それはあくまでも国家により政治体制の枠内で行われることであっ
て，その枠内においてレーテを政治体制以外の領域におこうしたものであっ
た。これに対してコーヘンらの主張は，いわば逆に経済体制の諸機関を国家
体制・政治体制に導き入れるもので，レーテが議会と並ぶ政治的権力をもち
うるようになることを許すものであった。
SPD党大会では，さらに政府案の立場にたってカッツェンシュクイン (Ka-
(25） 
tzenstein, S.）が決議案を提出し討論にたったか，他方，ィンスクープルクの
組織からは，政治的領域では労働者レーテが，経済的領域では経営レーテが
それぞれ共同決定権とコントロール権をもつようにすべきとの決議案が出さ
れ，またペルリンの組織からは経営レーテについてそれと類似の決議案が出
（節
されるなと， USPなどと同様の純粋レーテ休制論がごく少数ながらあるこ
とが示された。
(27) 
コー ヘンは， SPD・政府指導部においてレーテ問題の取り組みが遅れたた
めに，レーテを過激なものとする一方，多くの SPD党員の離党を招いたこ
とを批判するとともに，生産増大のために生産協議会の必要なこと，労働議
会に立脚する 2院制こそが真の民主主義制度であって，両院の両立・協調は
困難でないことを主張し，レーテ独裁は認められないが故に，それに代えて
レーテ理念に即した制度を設ける必要があると訴えた。
しかし裁決の結果，コーヘン提出案に賛成する者はただ1人で否決され，
レーテ問題については，ジンツハイマーとカッツェンシュクインの線にそっ
て「さらに包括的な啓発に努めること，およびレーテ思考のいっそうの発展
を促進すること」を党幹部会に付託するという決議が採択されて，決着をみ
(24) ebenda, S. 415. 
(25) ebenda, S. 431 f. 
(26) ebenda, S.101, 104. 
(27) ebenda, S. 421 f. 
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(28) 
たのである。
4月8~14日の第2回労兵レーテ大会からわずか2か月後の SPD党大会
にいたる間において， SPD主流にこのような路線変更の生じたことについて
は，次のような事情が考えられる。もともと SPDにおいては，エーベルト
(Ebert, F.）やシャイデマン (Scheidemann,P.)ら指導部がレーテ排撃の立
場にたって， レーテの 1日も早き絶減を希求していたのに対して， SPDの
中でもコーヘンらレーテ活動家ではレーテ必要論・存続論が強かった。それ
には，多くの一般大衆・労働者大衆が1918年11月革命の象徴ともいうべきレ
ーテにより革命の遂行されることを，すなわち旧来の専制的な社会運営・経
済運営の是正されることを期待して，ストライキや蜂起に大規模に参加して
いたという背景があり，それが SPDでは指導部とレーテ関係者とのギャッ
プとして現われていたのである。
1919年1~3月，そして4月における全国的なストライキや蜂起， ミュン
ヘン等でのレーテ共和国運動などのため， SPD指導部はレーテ容認をよぎ
なくされ， 4月の第2回全国労兵レーテ大会ではコーヘンらの案が SPD案
として提出された。しかしルール地方のストライキも 4月28日終息し，また
レーテ共和国も， ミュンヘンでは1か月弱存立したが， 5月1日政府軍によ
り最終的に打倒制圧されるにいたり， レーテ運動は 5月以降大きく後退し
(29) 
た。今や SPD指導部としては， レーテ容駆の路線を変更できることとな
り，コーヘンらの案は棄却されるにいたったのである。
W 自由労働組合の対応
当時 SPDおよぴラィヒ政府の重要な基盤をなしていた自由労働組合は，
レーテ運動にたいして，積極的に関与したところもあるが，多くは消極的な
いし敵対的であった。とくに総務委員会を中心とする中央の指導部はそうで
(28) ebenda, S. 454, 516. 
(29) von Oertzen, P., Betriebsriite in der Novemberrevolution, 2. Aufl., Berlin/ 
Bonn-Bad Godesberg 1976, S. 440. 
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あった。ラィヒ政府が1919年3月，運動の高揚によりレーテ容隠の譲歩をよ
ぎなくされ， 3月5日その旨の政府声明を発表した際においても， 3日後の
3月8日すでに自由労働組合総務委員会機関紙『コレスボンデンツプラッ
ト』 (Correspondenzblatt)は， SPD・政府首脳のいうように労働者レーテを
(30) 
経済分野に移し変え公認することはできないと，激しく反対する論説を掲載
した。
しかしルール地方などにおいて， 4月になって改めて大規模ゼネストが勃
発し， ミュンヘンでは4月7日レーテ共和国樹立が宣言され， 5月1日政府
軍により武力打倒されるまでつづくという状況下にあった。一般労働者だけ
ではなく，朦員などにおいても給与引き上げなどとともに共同決定権を求め
(31) 
てストライキに入るものがあり，労働組合としてもレーテになんらかの配慮
をする必要があった。
そこで『コレンボンデンツブラット』は，第2回労兵レーテ大会後の 4月
(32) 
26日同大会の主たる内容や決議を紹介した論説を掲載したが，その中で， コ
ーヘンの労働組合批判に関連して，労働組合がこれまでレーテ運動の発展に
積極的に寄与してきたことを指摘したうえで，もともと11月9日の革命は労
働組合の関与しないところで遂行され，しかもその後 USPやスパルタクス
団により反労働組合宣伝が一方的に行われてきたものであると述べるととも
に，労働組合は制度としての労働者レーテに反対するものでは全くなく，む
しろ労働者レーテは労働者階級の利益にとって非常に有用なものであると，
(30) Die Zukunft der Arbeiterrtite, Correspondenzblatt, Nr.10, 29. Jg., 8. 
Marz 1919. (Reprints zur Sozialgeschichte, 28. Jg., Nr. 46, 16. November 
1918 bis 29. Jg., 1919, Berlin/Bonn 1985, S. 81-83 vom. Jahr 1919) 
(31) F!atow, G., Der Gesetzentwurf iiber die Organisation der Betriebsriite, 
Die Neue Zeit, 37. Jg., 1919, 2. Band, S. 418. Lederer, E., Kritische 
Uebersichten der sozialen Bewegung, Archiv Ji加 Sozialwissenschaft und 
Sozialpolitik, Bd. 47, 1920-21, S. 607-608. 
(32) Vom zweiten RiitekongreB, Correspondenzblatt, Nr.17, 29. Jg., 26. April 
1919. (a. a. 0., S.169-172) 
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レーテ容駆論を展開した。
労働組合と経営レーテの襲係については，同労兵レーテ大会で採択された
案（コーヘンら SPD案）において， 経営レーテが労働組合の経営における執
行機関として位置づけられているなど，経営レーテが労働組合と有機的関連
のもとにおかれていることを，同論説は高く評価し，これで生産にとって危
険はなくなり，労働者の利益擁譲にとっても有用になるとしている。つまり
レーテ容認といっても，当然ながら，あくまでも労働組合の主導性を前提と
したものであった。
こうしたレーテ容認の立場にたってレーテ問題が自由労働組合において本
格的に論議されたのは，その 1日前の4月25日に開催された単組委員長会議
(Konferenz der Verbandsvorstiinde)においてであった。同会議においては，
同年6月30日招集予定の自由労働組合第10回大会ではかられるべき「労働組
(33) 
合の今後の活動方針」 (Richtlinieniiber die kiinftige Wirksamkeit der Ge-
werkschaften)と「経営レーテの任務に関する規程」 (Bestimmungeniiber die 
Aufgaben der Betriebsriite)とが了承されたが， この会陵で両文書の提案説
(34) 
明を行った総務委員会議長レギーン (Legien,C.)は，自由労働組合が労働者
レーテに対して否定的立場にたつというのは誤りであり，労働組合を中侮す
るものであるとしたうえで，労働者レーテをいかに経済生活に組み込むかと
いうことをとにかく実践的に解決するかが問題であると提起している。 3月
8日の時点における経済的レーテ化に反対の主張とは，論調が全く変わって
いる。
この提案説明でレギーンがまず強調していることは経営レーテと労働者レ
ーテを区別することである。その場合構想されている経営レーテの構成・任
(33) この文書は， 大橋昭一「経済民主主誤論の生成」大橋昭ー／長砂実編著「経済
民主主義と経営参加」第1章， ミネルヴァ書房， 1981年， 43~46ページに拙訳が
ある。
(34) Schi:inhoven, K. (bearb.), Die Gewerkschaften in Weltkrieg und Revolu-
tion 1914-1919, Ki:iln 1985, S. 712 f. 
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務等については，後掲の「経営レーテの任務に関する規程」をみていただき
たいが， それは一言でいえば， 経営ごとに組織される従業員代表機関であ
り，主として経営参加（自由労働組合の表硯によれば経営民主主義 (Betriebsdemo-
kratie)の実現）を任務とするが，これに対して労働者レーテは地域ごとに労
働者（被用者）により作られるもので， その地域の労働者（被用者）を代表す
るものである。
レギーンは労働者レーテが，たとえば経営レーテの代表から形成されたり
するのではなくて，その地域の労働者から直接投票によって選出されるべき
ことを強調している。そして同様なレーテをさらに各地方レペルおよぴ全国
レベルにおいて組織する一方，企業者・使用者の側においてもそれぞれに対
応する代表者を選び， 労資双方をもって経済の自治管理機関 (Selbstverwal-
tungsorgan)を構成するものとしている。
ちなみに， 『コレスボンデンツブラット』はその後， 5月10日およぴ5月
(35) 
31日に改めてレーテ容隠の論説を掲載しているが，それによると，経営レー
テは，第1次大戦前からの労働者委員会の発展したもの，地域レーテとして
の労働者レーテは，同じく第1次大戦前からの労働会議所 (Arbeitskammer)
ないしは労働者会議所 (Arbeiterkammer)の構想と軌をーにするものという
位置づけになっている。従って両レーテはともに，古くからドイツの労働運
動になじみのあるもので，レーテという名称を別にすれば，もともと反対す
る必要のないものであるどころか，労働組合が充実もしくは実硯に努力して
きたものである，としている。
その場合，労働会議所もしくは労働者会議所については， SPDなどでは
労資同数構成の労働会議所が可とされてきたが，自由労働組合では1905年の
大会で，労働者代表のみからなる労働者会議所，すなわち純粋労働者会議所
(reine Arbeiterkammer)を可とする決定がなされている。従って自由労働組
(35) Zur Frage der Betriebsriite, Correspondenzblatt, Nr.19, 29. Jg., 10. 
Mai 1919. (a. a. 0., S.193-195). Zur Frage der Arbeiterriite, Correspoか
denzblatt, Nr. 22, 29. Jg., 31. Mai 1919. (a. a. 0., S. 225-227). 
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合としては，労働者レーテは労働者会議所構想が名を変えて発展したもので
あり，それが企業者・使用者側の対応する組織とともに，労資双方構成の自
治管理機関（たとえば経済会議所 (Wirtschaftskammer)）を組織するという考え
方である。
さてレギーンによると，こうしたレーテ組織は，労働者レーテを含めて，
生産の担い手 (Tragerder Produktion)たる機能をもち， 経営運営において
共同関与し共同決定する (mitredenund mitbestimmen) 役割をもつものであ
る。すなわち，経営レーテも労働者レーテもともに，基本的には経営参加と
いう同一機能をもつものとしてとらえられている。従って両者は同一組織系
統のものであり，結論的にいえば，自由労働組合のこれら文書における構想
は，明らかに，第2回労兵レーテ大会の政府案＝SPD党大会でのジンツハ
イマー案＝ワイマール憲法第165条の体制に即したものであって，経営レー
テと労働者レーテは，政府案におけるレーテ組織に照応するものである。
ただしその場合この自由労働組合構想では，経営レーテが労働組合の締結
する労働協約を前提とし基礎とするものであることが注意されるべきであ
る。すなわち経営レーテの任務・義務・権限は要するに労働協約により確定
されるものであって，経営レーテは労働組合の直接の主導下にたつものであ
り，レーテ組織は，すでにその基礎において労働組合の支配下のものであっ
た。なぜならば，そうでないとレーテは経営利己主義にとらわれたものにな
るかもわからないからである。自由労働組合のレーテ容認論は，それ故換言
すれば，レーテ包摂論， レーテ支配論たるものであった。
(36) 
こうしたレーテ組織の確立によって， レギーンによると，他方において労
働組合はこうした個別経営において直接参加する機能から解放される。労働
組合は「経営指揮者に対して完全に自由に相対し，……労働者の利益を全く
障害なしに代表する」ことが可能になって，経営の利害にとらわれないで国
民全体の繁栄について配慮することができるようになる。労働組合は，あく
までも「国民全体という経済体において協力し助力せん (mitarbeitenund 
(36) Schonhoven, a. a. 0., S. 717. 
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mithelfen)とするもの」であって， そういう考えからもレーテ組織の確立は
望ましいものとなる。
レーテに関する自由労働組合の当時の考えは，おおよそ以上であったが，
ここで注目されることは，こうした自由労働組合の考えが，経済ないし経営
の民主主義として主張されていることである。たとえばこの文書「労働組合
の今後の活動方針」において，労働組合が国民全体の立場にたって資本家・
企業者と同権的に経済運営に参加すること（当時ではそれは端的には労働共同体
に象徴されていた）を，経済的民主主義 (wirtschaftlicheDemokratie)と表硯し，
経営レーテによる共同決定を柱とする経営参加を経営民主主義とよんでい
る。その場合経営民主主義は，それが労働協約を基礎とするものである点な
どにおいて，労働組合の遂行する経済的民主主義の一環として意義をもちう
るものであって，経済的民主主義の構成要素たるものであった。
経済的民主主義（あるいは経済民主主義）についていえば， 第2回全国労兵
レーテ大会での政府案は，すでに経済民主主義なる言葉を前面に出していた
が，この政府案と自由労働組合の構想とは，基本的には同一のものであり，
経済民主主義（あるいは経済的民主主義）として当時どのようなことが構想さ
れていたかは，これにより明らかである。
ところで経済民主主義は，とりわけ1925年以後において自由労働組合を中
(37) 
心としてドイツ全体において活発に論議されたテーマであった。その嘴矢が
ここにみられる。それは従って， 1918年11月革命時にレーテによる社会・政
治・経済・経営の運営の民主化闘争とのかかわり合いにおいて，それに触発
されて，直接的には提起されてきたものであった。
結論的にいえば，レーテによる，全般的には社会化をスローガンとして，
社会・政治・経済・経営の運営の改革をはかろうとする試みが， SPD・政
府・自由労働組合の首脳たちによって挫折させられる過程において，それに
(37) たとえば大橋昭ー前掲稿，大橋昭一「ナフタリらの経済民主主義論について」
(I), (Il)「関西大学商学論集」第28巻第6号 (1984年2月），第29巻第1号
(1984年4月）などをみられたい。
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とって代わり，レーテに糾合した一般大衆・労働者大衆のエネルギーを収拾
すべく，経済民主主義というスローガンが，社会化に代わって SPD・政府・
自由労働組合などにより提唱されてきたのである。
それはともかく， ここでは自由労働組合の構想する経営レーテ（経営協議
会）が具体的にどのようなものであったかを紹介するために， 正式には1919
年6月30日～7月5日の自由労働組合第10回大会で採択された「経営レーテ
(38) 
の任務に関する規程」を訳出しておく。
「経営レーテの任務に関する規程」
1. 労働協約が締結されており，・少なくとも20名の従業員のいるすべての経営におい
ては， 18歳以上の男女労働者の中から，秘密投票において経営ラートを選出するこ
とができる。従業員20名以下の経営では，労働組合の職場委員が経営ラートの地位
を代表し，経営ラートに属するすべての権限をもつ。経営ラート員の数は，経営従
業員の数に応じて，労働協約において確定されるものとする。
2. 経営ラートの選挙は，労働協約発効後あるいは新経営の開始後遅くとも 4週間以
内に行われねばならない。選挙は，労働協約に参加している被用者組織の代表の管
理のもとに，経営の内部において行われる。経営ラートの構成にあたっては，経営
の男女従業員の範疇や部課の相遮が，可能な限り配慮されるべきである。経営の支
所のある場合には，それぞれにおいて別個の経営ラートを選出することができる。
1個の企業に属す部門諸経営の経営ラートは，全被用者の利害を共同して代表する
ために協定し，必要に応じて共同の大会を開催することができる。
3. 経営ラートは毎年新たに選挙が行われる。新しく選挙を行うにあたっては，第1
回目の選挙と同じ規程が適用される。再選は認められる。ラート員が退任した時に
は， 退任から 4選間以内に， 同一の選挙規程により補充選挙が行われるものとす
る。
4. 経営ラートの活動遂行上経営ラートに生じる報酬減少や出費について，使用者は
その全額を経営ラートに補償しなければならない。勤務時間中やむをえず開催され
る会議について，使用者は適時にその通知をうけるものとする。
5. 経営ラートは，労働者に関連があるか正当な利害のあるすべての経営事項につい
て，参画する (mitwirken)権利をもつ。使用者は，経営において経営ラートが必
(38) Protokoll der Verhandlungen des 10. Kongresses der Gewerkschaften 
Deutschlands Nurnberg 1919, Reprints zur Sozialgeschichte, Berlin/Bonn 
1980, s. 60-62. この大会において第4項で若干の修正が行われた。以下の訳文
は修正後のものである。
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要な協議をすることを許可し，要請がある場合には助言を行いそして必要な情報を
付与してそれに参加する義務をもつ。経営ラート貝を勤務および報酬において不利
益に扱うことは，どのようなものであれ，経営ラートもしくは調停委員会の受け容
れるものではない。
6. 経営ラートは，男女労働者のすべての法律上の権利および労働協約により認めら
れたすべての権利を擁護し，それを使用者に対して代表する義務をもつ。その場合
経営ラートは，労働者相互の充分な了解，労働者と使用者との充分な了解および経
営の有利な進行についての共同の利害を配慮しなくてはならない。経営ラートは，
使用者と共同して， 経営における災害の危険および健康の危険の予防に注意を払
い，この予防において事業所検査官および他の関係ある部署を補佐しなくてはなら
ない。経営ラートのこの規程に遮反する行為に関する使用者または被用者の苦情に
ついては，調停委員会がそれの裁断をする。
7. 経営ラートが参画しなければならない個別的事項は，次の通りとする。
a) 経営における崖入れと解雇。解雇は経営ラートの意見聴取の後にのみこれをな
しうる。
b) 成人男子の作業を担当させるために婦人や年少者を雇い入れる場合と，それに
配置転換をする場合。
C) 注文の不足による交代作業時間の短縮を実施する場合，あるいは緊急に必要な
場合の超過勤務，夜間勤務および日曜勤務を実施する場合。
d) 経営ラートは，経営の男女の個々の労働者についての賃金・請負契約交渉のす
べてに参画する権利をもつ。経営ラートはとくに，争いのある場合には関与し，
仲介を行い，労働協約の意味において合意に達するよう努めねばならない。経営
ラートが調停を行う以前に，賃金・請負に関する争いによる解雇は，なされては
ならない。賃金帳薄は，要請があれば，経営ラートに呈示されるものとする。
e) 経営ラートは，男女労働者の休暇の規定において，経営指揮者と共同して休暇
取得の順序を確定する権利をもつ。
f) 経営ラートは，見習労働者の就業と取り扱いに関する苦情において，共同決定
する (mitentscheiden)権利をもつ。
g) 経営ラートは，経営において災害予防と健康保全制度に不備がある場合に，関
与する (eingreifen)権利をもつ。
h) 経営ラートは，経営におけるすべての争いの調停に関して，第一に連絡をうけ
るものとする。
8. 経営ラートは，その経営の労働者の集会を招集する権限をもつ。集会は経営の内
部，外部いずれにおいても開催しうる。この経営集会を勤務時間中に開催する場合
は，緊急な場合に限り，そして必ず使用者またはその代理の者に事前に通告を要す
る。経営集会が経営内で行われる場合には，使用者はいつでも協議権 (beratende
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Stimme)をもって出席することができる。
9. 使用者と経営ラートとの交渉に際して，それぞれが加盟している使用者団体およ
び被用者団体の代表はそれに参加することができる。これら代表を経営の使用者
も被用者も拒否することができない。
1919年6月30日～7月5日にかけてニュールンペルクで開催された自由労
働組合第10回大回において，自由労働組合総務委員会を代表してこの問題に
(39) 
ついて報告にたったのはライパルト (Leipart,T.) であった。かれはレギー
ンと同趣旨のことを述べるとともに，経営レーテが以前の労働者委員会と大
きく異なるものではなく， 名称を変更したもの (Namensiinderung)であると
し，労働組合とレーテの関係については労働組合の不可欠性，優先性を主張
して次のように述べている。
すなわち「労働者たちが経営レーテまたは労働者レーテをもって労働組合
の代わりとなしうると考えるならば，大きな誤りであろう。……労働者委員
会が有能であった場合でも，労働組合の後押しがない時には何もできなかっ
たと同様に，経営レーテもまた，労働組合に支えられなければ，その任務を
(40) 
遂行できないであろう」。
これに対して指導部に対する反対派を代表して， リヒァルト・ミュラーが
(41) 
対案をもって報告にたった。それは第2回労兵レーテ大会での USP提出案
と同趣旨のものであって， ミュラーは今や労働意欲を喚起することが緊急に
必要であるのに，旧来の自由主義的民主主義とそれに条件づけられた運営装
置は， 11月革命と敗戦の過程で無能なことが明らかになったから，新しい道
をとる必要がある。それはプロレクリア民主主義であり，レーテ体制に立脚
したものである。そして「労働組合は，革命的情勢に適合しなくてはならな
い。人民のすべての創造力をとらえるこの大きなレーテ組織に合流しなくて
(39) ebenda, S. 426 f. 
(40) ebenda, S. 433. 
(41) ebenda, S. 434 f. 
16(536) 第 34巻第 4 号
(42) 
はならない」と主張した。
今や経済的レーテがとくに問題であることについて， ミュラーは革命によ
り政治的変革が行われたにもかかわらず，プルジョア社会体制が維持されて
いるのは，要するに経済的権力が依然として資本家の手にあるためであるか
ら，資本の経済的優位を除去し， 「政治的権力のみならず経済的権力を獲得
(43) 
することが，今や問題である」ためであるという。
この大会において， USP系など反対派は約3分の1ほどの勢力を占めてい
(44) 
たが，賛成多数をもって「労働組合の今後の活動方針」と「経営レーテの任
務に関する規程」は採択された。
V Mitbestimmungと Mitwirkungについて（まとめ）
Mitbestimmung（動詞は mitbestimmen：共同決定）と Mitwirkung（動詞は
mitwirken：参画）とは， 周知のように，現在の西ドイツにおける経営参加制
度において，経営参加の程度を示す 2つの大きなカテゴリーである。両者に
は， くわしくみるならば，さらに程度の差によりいくつかの細分類が可能で
あるが， Mitbestimmungが要するに被用者（もしくはその代表）の同意を必
要とする文字通り共同決定であるのに対して， Mitwirkungは同意を必要条
件とはしない単なる参加である点において，明確な遮いがある。
本稿でとりあげた1918~1919年は， 経営参加機関としての経営協議会（経
営レーテ）が次第に形成されつつあった時期であるが， この時期に限って結
論を先にしていえば， Mitbestimmungと Mitwirkungとは，一般には，
今日の西ドイツにおけるように明確に区別されていたのではない。両者はと
くに区別されずに適宜使用されていたものと思われる。
(42) ebenda, S. 436. 
(43) ebenda, S. 439. 
(44) Crusius/Schiefelbein/Wilke (Hrsg.), Vorbemerkung zur "Gewerkschaften 
und Betriebsriite", a. a. 0., S.101. 
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(45) 
前稿で述べているように，当時経営レーテ運動が生成した当初，レーテが
その要求の代表的な象徴的なスローガンとして掲げたのは，多くの場合，経
営（もしくは生産）の Kontrolle（コントロー ル）と Mitbestimmungであっ
た。 Kontrolleを別とすれば， 用語としては Mitbestimmungが一般的で
あって，•Mitwirkung （または mitwirken) はほとんど用いられていない。
しかしこの場合においても， Kontrolleと Mitbestimmungとは， 明確
に規定された言葉として用いられていたのではない。 ただし Kontrolleに
ついては，それを経営レーテ運動の象徴的スローガンとしていた中部ドイツ
の運動において，その指導者 w.ケネン (Koenen,Wilhelm)がそれを Mit-
bestimmungの前段階のものとし， Mitbestimmungを経営レーテが責任
を負う形での参加， Kontrolleを経営レーテが責任を負わない形での参加と
して規定している例がある。
とくに Kontrolleは多様な形で使用された。当時は Kontrolleの具休的
方法の一つとして，経営の進行や帳簿など資料への Einblick（査察）という
ことが主張された場合が多いが，一般的にいえば， Mitbestimmungがなん
らかの同意必要権または拒否権であったのに対して， Kontrolleはそれを必
要要件とはしないものであったと思われる。
経営レーテによる参加に関連して Mitwirkungという言葉が一般に登場
してきたのは， 1919年3月ごろのように思われる。当時の大規模なストライ
キと蜂起の圧力のもとに， SPDとしてレーテ容駆の方向をうちだした，同
年3月1日の SPD幹部会と同党国民議会議員団の連名のアピール「暴政に
反対」 (Gegendie Tyrannei)では， 経営レーテの機能を経済過程におけるコ
ントロールと共同決定 (kontrollierendund mitbestimmend)と表硯している
(16) 
か，同年3月5日のラィヒ政府の声明は経営レーテの機能を，一般的労働関
(45) 大橋昭一「ドイツ経営協議会の生成」。
(46) Institut fir Marxismus-Leninismus beim Zentralkomitee der Sozialisti-
schen Einheitspartei Deutschlands (Hrsg.), Dokumente und Matぷ alienzur 
Geschichte der deutschen Arheiterhewegung, Band VII, 1. Halbband, 
Berlin 1966, S. 32. 
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(47) 
係の規定について同権的に参画する (mitwirken)ことと表現している。
同年4月8~14日の第2回全国労兵レーテ大会で提出されたラィヒ政府案
（従ってワイマー ル憲法第165条）では， これと同じく mitwirkenとなって
いるし， 1920年2月4日の経営協議会法でも Mitbestimmungという言葉
はなく， Mitwirkung（または mitwirken)となっている。ところが1920年刊
行のフラトウ著の経営協議法案のコメンクールでは，経営協議会法第81条以
(48) 
下を雇入れと解麗についての Mitbestimmungと説明しており， また経営
協議会法でいう Mitwirkungは共同決定と解すべきであるという判例もあ
(49) 
るといわれるが， 経営協議会法文そのものには Mitbestimmungという言
葉はない。
当時レーテに批判的ないし敵対的であった SPDや政府だから，ことさら
Mitbestimmungではなく Mitwirkungを用いたのかというと， 必ずしも
そうではない。前記 SPDの文書などでは Mitbestimmung(mitbestimmend) 
が用いられているし，他方1919年4月の第2回全国労兵レーテ大会における
USP案では， 経営レーテは経営のたち入ったコントロールにあたるととも
に，「経営の社会化において mitwirkenするもの」と表現され， Mitbestim-
mungという言葉はない。
経営レ..:..テの機能を象徴的代表的に表現する言葉として Mitbestimmung
と Mitwirkungとがとくに区別されず， いわば併用的に使用されている例
としては， 1919年の自由労働組合第10回大会で採択された「労働組合の今後
の活動方針」と「経営レーテの任務に関する規程」がある。また前記のフラ
トウの書物では，冒頭の経営協議会法成立までの経緯を概説した部分では，
Mitbestimmungを経営レーテの象徴的スローガン的な言葉として Mit-
(50) 
wirkungととくに区別せずに用いているし， レーデラーの当時の論文の中
(47) Cohen, a. a. 0., S.1047. Flatow, a. a. 0., S. 417. 
(48) Flatow, G., Kommentar四 mBetriebsriitegesetz, Berlin 1920, S. 93. 
(49) 網野誠「西ドイツ被用者経営参加法論」風間書房， 1969年， 44ペー ジ。
(50) Flatow, a. a. 0., S.11 f. 
レーテ制度化と経営協議会 (II)（大橋） （539)19 
にも， Mitbestimmungと Mitwirkungをとくに区別せずに使用している
(51) 
所がある。
従って，経営レーテの機能や権限を象徴的代表的に表硯する言葉として，
Mitbestimmungと Mitwirkungとは， 当時は，一般的にはとくに区別の
あるものとは考えられていなかったと考えられる。
ただし，レーテ運動などでは比較的 Mitbestimmungが多く用いられ，
政府の文書等では Mitwirkungが比較的可とされたもののようである。 そ
してこれによってこの問題，すなわち経営参加，共同決定ないし参画につい
て，さらにはレーテ，レーテ運動について，そしてそれに集約されていた一
般大衆・労働者大衆の要求について，どのように理解し，受けとるかについ
ての考え方の遮いを示さんとしたものであることは，恐らく間遣いないよう
に思われる。
（完）
(51) Lederer, a. a. 0., S. 607. 
